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※　本学文学部現代社会学科
　2003 年 4 月に設立された本学現代社会学科において、社会調査に関連する科目が開講
したのは第 1 期生が 2 年次になった 2004 年度からである。本学の社会調査教育は 2013 年
度でちょうど 10 年が経過したことになる。
　今後、多くの学生によりよい教育を提供していくために、この 10 年間を振り返り、本
学における社会調査教育の現状と課題について数回に分けて述べていきたい。今回は、社
会調査士制度と本学の社会調査教育について、これまでの経緯をまとめることにする。
1　はじめに
　本学はリベラル・アーツを教育理念としており、学生に対する履修指導でも「免許・資
格の取得はオプションである」という立場を基本的に取っている。現代社会学コースと社
会史コースという 2 つのコースから成り立つ現代社会学科の専門科目においてもこの理念
は生かされており、現代社会学領域に区分される各科目は、社会学という学問分野を修め
るうえで必要なものという認識のもと提供されている。社会調査に関連する各科目につい
てもそれは同じである。すなわち、社会学という学問分野をマスターするための必要な科
目ととらえられているのである。
　しかし、社会調査関連科目についてはもうひとつの位置づけもなされる。社会調査関連
科目は「社会調査士」という資格を取得するための必修科目でもあるのである。
　この独特な科目である社会調査科目について検討するため、本稿では、資料的な意味を
込めて、本学現代社会学科に社会調査科目が導入されるまでの経緯や、資格制度の変遷な
どについてまとめておく。まずは、全国的な社会調査士資格制度についてみていくことに
しよう。
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2　社会調査協会「社会調査士」資格の沿革と概要
2.1　社会調査士資格認定機構の設立
　2003 年 11 月に日本教育社会学会、日本行動計量学会、日本社会学会の 3 学会が母胎と
なり、社会調査士資格認定機構が設立された。この機構が設立された背景には、「多極化・
複雑化の進む現代社会において、現状を把握し、社会問題への対応と解決を図っていくう
えで、社会調査の重要性が高まっており、社会調査の担い手となる専門的人材の育成が強
く求められるようになってきた」という社会的要請についての認識がある。そして、この
社会的要請に対応するために「社会調査に関する基礎的な知識・技能、相応の応用力と倫
理観を身につけた人材を育成する」ことを目的として資格制度がスタートしたのである。
2.2　標準カリキュラム
　社会調査士資格認定機構の資格制度に参加する各大学・機関は、機構の定める「標準
カリキュラム」にもとづいて科目を設置する。標準カリキュラムはＡ〜Ｇの 7 科目で構
成され、それぞれの科目に盛り込まなければならない授業内容や授業時間数が決められ
ている。
　Ａ科目は、社会調査の基本的事項に関する科目である。社会調査史や社会調査の目的、
調査倫理、量的調査と質的調査など、資料やデータの収集から分析までの諸過程に関す
る基礎的な事項について解説される。Ｂ科目は、調査設計と実施方法に関する科目である。
調査の企画や仮説の設定、サンプリングなど、社会調査によって資料やデータを収集し、
分析しうる形にまで整理していく具体的な方法を解説する科目である。Ｃ科目は、基本
的な資料とデータの分析に関する科目であり、記述統計データの読み方やグラフの読み
方、またそれらの計算や作成のしかたなどを学ぶ。Ｄ科目は、社会調査に必要な統計学
に関する科目である。確率論の基礎や推定・検定理論など、基礎的な統計学的知識に関
する内容が含まれる。Ｅ科目は、量的データ解析の方法に関する科目であり、重回帰分
析を中心とした多変量解析について解説される。Ｆ科目は、質的な分析の方法に関する
科目であり、聞き取り調査、参与観察法、ドキュメント分析など、さまざまな質的デー
タの収集や分析方法について学ぶ内容となっている。以上の 6 科目までが、90 分× 15 週
のいわゆる半期の講義授業である。
　Ｇ科目は、調査の企画から報告書の作成までにまたがる社会調査の全過程をひととお
り体験的に学習する実習科目である。実習の中で実施する調査は量的調査でも質的調査
でもよい。資格認定の際には、実習報告書の提出が義務づけられている。このＧ科目は、
90 分× 30 週の通年の授業である。
　これらＡ〜Ｇ科目（Ｅ科目とＦ科目はどちらかひとつを選択）の計 6 科目を単位履修し、
学部を卒業した者に対して社会調査士資格が付与される1）。
2.3　科目の認定
　各大学・機関は、12 月に次年度開講予定の科目を機構に申請し、科目ごとに機構から
審査・認定を受ける。科目の名称や担当者、授業内容等に変更がなくても毎年申請手続き
をし、認定を受けなければならない。
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　本学現代社会学科は、第 1 期生が 2 年次になる 2004 年度開講分から機構の科目認定を
受けており、岡山県内で最初に認定を受けた 5 つの大学のうちの 1 校となっている2）。学
科設立から 1 年も経過していない時期であるにもかかわらず科目認定の申請手続きに対応
することができたのは、後述するように、本学科が機構発足を視野に入れ、学科開設前か
ら入念に準備を進めてきたからである。
2.4　資格制度の全国的な浸透
　社会調査士資格認定機構として 2003 年にスタートした資格認定制度は、2008 年までに
5,137 名の社会調査士資格者を出している。また、大学院修士課程修了以上の者に付与さ
れる専門社会調査士資格取得者も 1,523 名を数えるまでになった3）。参加大学数も、2004
年には社会調査士 41 校、専門社会調査士 13 校であったのが、2008 年には社会調査士 163
校、専門社会調査士 52 校と順調に増加した。
表 1　年度別社会調査士・専門社会調査士資格取得者数
2.5　社会調査協会への名称変更と改組
　このように社会調査士資格認定機構の資格制度が全国的に浸透し、社会調査士資格への
認知と期待が高まっていることを受けて、機構組織が改編され、新たに法人格を取得して、
事業内容も明確に打ち出された。これにともない、2008 年 12 月より組織の名称も一般社
団法人社会調査協会と変更された。
　社会調査士資格認定機構から一般社団法人社会調査協会へと組織は大きく再編成された
が、標準カリキュラムや申請手続きの方法等が変更になったわけではない。本学において
は、少なくとも教育・事務手続きのレベルでは、法人化したことによる影響はほとんどな
かったといってよい。
　法人化後も各資格の取得者は増え続けている。認定機構時代と合わせて、2012 年まで
の社会調査士資格取得者の累計数は 16,359 名に達している。
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2.6　教育組織会員としての加入
　社会調査協会の法人化と同時に会員制度が導入され、本学現代社会学科は 2010 年度か
ら「教育組織会員」として入会している。これにより、会員が受けられる特典のひとつと
して、社会調査士（取得見込み）資格の申請手数料が、従来の 15,750 円から 13,650 円に
減額されることになった。約 2,000 円の減額となり、学生にとっては、就職活動等のため
に在学中に取得できる見込み資格の申請がしやすくなったといえる。
　また、これも法人化と同時に刊行が始まった機関誌『社会と調査』も協会から学科宛に
毎号配布されることとなり、本学附属図書館や現代社会学科合同研究室等で教員・学生が
閲覧できるようになった。個人正会員と教育組織会員に与えられる選挙権も、協会の運営
に関与し、現場の声を協会に届けるためのルートのひとつとなりうるであろう。
3　本学の社会調査教育のこれまでの歩み
3.1　「ノートルダム清心女子大学社会調査士」資格
　本学現代社会学科は、社会学と歴史学を 2 本の柱とする全国的にも珍しい学科として
2003 年 4 月に開設された。ちょうど 1990 年代から学科開設当時にかけては、社会学の学部・
学科を有する大学が独自に社会調査士資格を認定するということが関西地域の大学を中心
に始まっていた。本学もこの動向にならい、現代社会学科の設立にあたっては社会調査士
資格が取得できる学科としての独自の資格制度を新設した。そして、資格の認定が可能と
なるように学科カリキュラムが編成されたのである。以上のような経緯により、学科開設
と同時に「ノートルダム清心女子大学社会調査士」資格の制度がスタートした。
　一方で、2000 年代に入った頃からは、日本社会学会が中心となり社会調査士資格を認
定する全国的な機構を設立する動きがあることが聞かれるようになっていた。ただし、こ
の機構が発足するまでになお数年を要することが想定されたため、当面は本学独自の「ノー
トルダム清心女子大学社会調査士」資格で出発し、機構設立後にそちらの資格に移行する
予定であった。したがって、本学資格はあくまでも機構ができるまでの「つなぎ」と考
えられていたため、現代社会学科設立の準備にあたられたお一人である石川實人間生活学
部教授（当時）が、近い将来に機構の資格制度が本格的にスタートしたときに、本学科が
その制度にスムーズに移行できるよう入念なリサーチをされた。そして、学科のカリキュ
ラムに、標準カリキュラムに対応するであろう社会調査科目を過不足なく組み込んでくだ
さった。
3.2　「ノートルダム清心女子大学社会調査士」資格のカリキュラム
　ノートルダム清心女子大学社会調査士資格は、必修科目 22 単位、選択科目 18 単位、計
40 単位を履修した者に与えられる4）。表 2 は、本学において実質的に社会調査教育がスター
トした 2004 年度の資格取得要件である5）。
　なお、本学社会調査士資格の必修科目の中の「社会調査関連」6 科目が、機構・協会の
社会調査士資格の「標準カリキュラム」6 科目に対応している。
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表 2　「ノートルダム清心女子大学社会調査士」資格取得に必要な科目
3.3　機構・協会の標準カリキュラムとの対応
　表 3 は、社会調査士資格認定機構の標準カリキュラムと本学（2004 年度）における社
会調査科目の対応を示したものである6）。本学では、社会調査実習を計量調査の方法で実
施しているため、Ｅ科目とＦ科目の選択では、質的調査について解説するＦ科目の内容で
社会調査論Ⅲを開講して量的調査と質的調査のバランスを取っている7）。
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表 3　社会調査士資格認定機構「社会調査士」資格取得に必要な科目
3.4　認定機構社会調査士資格との二重の資格取得
　学科開設当初は発足までに数年を要すると想定していた社会調査士資格認定機構が、予
想より早く 2003 年 11 月 29 日に設立され、2004 年度に開講する科目の認定を受けられるよ
うになった。そのため、本学では第 1 期生から認定機構の資格制度への参加が可能となった。
　機構設立を見越して学科開設前から社会調査士資格認定のための準備をしてきたこと
で、学科カリキュラムをほとんど変更することなく機構の標準カリキュラムに対応するこ
とができた。機構の資格制度に参加するために学科設立前に編成されたカリキュラムから
変更しなければならなかったのは、「社会調査論Ⅲ」の 1 科目（半期分）を追加すること
のみであった。
　やや想定外の事態であったともいえるが、本学においては「ノートルダム清心女子大学
社会調査士」資格および社会調査士資格認定機構「社会調査士」資格という 2 つの社会調
査士資格制度が併存し、学生は 2 種類の資格を取得することができることとなった。
3.5　本学と認定機構の資格制度の相違点
　この 2 種類の社会調査士資格の大きな違いは、本学資格においては、社会調査関連科目
以外にも社会学を中心とする多くの科目の履修が資格取得要件とされている点にある。本
学資格の取得要件となる科目の選定にあたっては、すでに独自に社会調査士資格の付与を
おこなっていた他大学の事例を参考にしたようである。
　今となっては科目の決定に至るまでの詳しい経緯を知ることは難しいが、これらの科目
群からは、単に社会調査の知識・技術を有するというだけでなく、社会学を中心とした幅
広い視野と問題意識をもち、基礎力・応用力をともに備えた人材である証として資格を認
定しようとする意図が感じ取れる。
3.6　2 つの資格制度の併存と本学社会調査士資格の廃止
　本学では第 1 期生から 2 つの資格制度が併存するかたちでスタートしたが、この体制は
第 5 期生（2007 年度入学生）まで続く。
　他方、社会調査士資格認定機構の社会調査士制度が順調に軌道に乗り始め、2006 年 6
月の第 3 回資格認定時には累積認定者数が 1,600 名を超えるなど、一定の社会的認知が得
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られるようになった。
　そのため現代社会学科では、社会調査士資格を認定機構社会調査士資格に一本化するこ
とが妥当であると判断し、2008 年度入学生（第 6 期生）より、ノートルダム清心女子大
学社会調査士資格を廃止することを決定した（2007 年 5 月文学部教授会承認）。2011 年 3
月に卒業した第 5 期生までの計 71 名が本学資格を取得したことになる。
4　資格取得者数の推移
4.1　機構・協会資格の取得者数
　現代社会学科では 2012 年度までに 7 期生が卒業し、累計で 96 名の機構・協会資格の取
得者を送り出してきた。しかし、その資格取得者数は減少傾向にある。表 4 に示したよう
に、全国的には社会調査士資格の取得者数が急増したのちも毎年 3,000 名弱で安定してい
るのに反して、本学の資格取得者数は先細りの傾向にある。第 5 期生以降は取得者数が一
桁台に落ち込んでしまっている。
　2003 年度に第 1 期生が入学してきた当初は、社会調査士資格への関心は非常に高く、
在籍学生 60 名のうち約 3 分の 2 の者が資格取得を希望した。最終的に第 1 期生は 38 名が
社会調査士資格を取得している8）。第 2 期生も 73 名中 21 名と資格取得率は高い。
　その後、第 3 期生の資格取得者数は 14 名となり、毎年 10 名から 20 名程度の人数で落
ち着くのが学科定員数からみて妥当であろうと考えていたが、その直後から資格取得者数
が激減し、現在に至っている9）。
表 4　10 年間の社会調査士資格認定者数の推移
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4.2　本学資格の取得者数
　一方、本学社会調査士資格の取得者数は、表 5 のとおりである。機構・協会資格と同様
に、初期の頃の資格取得者は多いが、その後減少し、前述したように第 5 期生で本学資格
の認定が終了した。
　本学では第 1 期生から本学資格と認定機構資格の両方を取得できる体制にあったため、
学生にとっての両者の位置づけは、最初から「機構資格が正、本学資格が副」というもの
であった10）。したがって、機構資格の取得希望者数の減少と歩調を合わせるように、本学
資格取得希望者も減少したと考えられる。
表 5　ノートルダム清心女子大学社会調査士資格取得者数
　2 つの社会調査士資格の取得者数の減少は、資格を取得する学生の人数が減少したとい
う問題だけにとどまらない。懸念されるのは、社会調査関連科目全体の履修者数が減少し
ていることである。
　本稿の冒頭で述べた「社会学という学問分野を修める」ための科目としての社会調査教
育の側面からも、今後検証していく必要があるだろう。
5　おわりに
　以上、本稿では、2004 年度からスタートした本学現代社会学科の社会調査教育について、
社会調査士資格を中心に、全国的な流れと本学の歩みについてみてきた。
　現代社会学科設立当初より、本学では社会調査教育に重要な位置づけが与えられている
ことがよくわかる。そして、事前の調査にも支えられ、本学はいち早く全国的な「社会調
査士」の資格を与えることのできる大学となった。当初、かなりの割合の学生がこの資格
を取得した。しかし、その割合は最近ではとても小さなものとなっている。
　資格の取得者が減ることをさほど問題と考える必要はないのかもしれない。資格などな
くても、きちんと社会調査の能力を身につけることができるならば、大学としての教育は
成立していると考えることができるからである。
　しかしながら、資格取得者の減少は、社会調査関連科目の履修者の減少にも関連してい
ると思われる。そうであるならば、このことは、本学で社会学の基盤となる社会調査を十
分学ばずに卒業する者が多くなっていることを意味する。それは、社会調査教育の重視と
いう学科設立当初の理念が達成されていないことを示すのである。
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　この問題性を指摘して、第 1 回目の稿を閉じることにする。次回は、問題の原因と解決
法について述べることにしたい。
注
1） 　より高度な調査技能を身につけた者に与えられる資格として、大学院修士課程修了者
が取得できる専門社会調査士資格も同時に設けられた。
2） 　2005 年 10 月 8 日に岡山理科大学で開催された「地域分析研究会」（日本行動計量学会、
行動計量学・岡山地域部会、岡山統計研究会共催）において、「社会調査と社会調査士」
をテーマとしてシンポジウムがおこなわれた。社会調査士資格認定機構から直井優氏・
岡太彬訓氏、社会調査を業務とする立場から鈴木督久氏・青木恵氏および岡山県内で最
初に資格制度を導入した岡山大学・岡山商科大学・岡山理科大学・吉備国際大学・ノー
トルダム清心女子大学の連絡責任者 5 名が、講演者・パネラーとして参加した。当時は
社会調査士資格の社会的認知度も低かったが、フロアも含めて活発な意見交換がなされ、
この資格制度への関心と期待の高さが感じられた。
3） 　2008 年度現在の 1,523 名の専門社会調査士資格取得者のうち、80 名が科目履修によ
る取得者、1,443 名が論文審査による取得者（第 8 条規定）である。
4） 　当初は必修科目・選択科目ともに 20 単位であった。しかし、社会調査士資格認定機
構発足後、認定機構の「標準カリキュラム」に対応させるために、現代社会学科専攻科
目に「社会調査論Ⅲ」の 2 単位分を加えている。それにともない「ノートルダム清心女
子大学社会調査士」資格の履修要件も修正が必要となり、2004 年度より社会史分野の
必要最低単位数が 8 から 6 へ変更された。
5） 　2004 年度『学生便覧』の社会調査士課程の項より抜粋。
6） 　表 3 は 2004 年度『学生便覧』に掲載された表の抜粋である。なお、学生の履修のし
やすさという観点から、2012 年度より社会調査論Ⅲの配当年次が 2 年次に引き下げら
れた。また 2014 年度からは社会調査論Ⅰの配当年次が 1 年次に下げられる予定である。
7） 　もちろん、Ｅ・Ｆ両科目を開講することが望ましいのはいうまでもない。
8） 　うち 1 名は、卒業延期により次年度に資格申請をしたため、2008 年度に資格を取得
している。
9） 　なお、2014 年 6 月（第 11 回）の本学の認定予定者は 9 名である（第 8 期生）。
10 ） 本学学生の 2 種類の社会調査士資格の取得希望パターンは、本学資格と認定機構資格
の両方を取得しようとする学生が大半であり、残りが認定機構資格のみの取得を希望す
る学生である。本学資格だけを取得したいという学生はいなかった。
